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研究成果の概要（和文）：本研究は、生鮮食料品、関連する商品カテゴリーにおけるチャネル構造変化の要因を明らか
にする。そのうえで、サプライチェーン構成者が今後果たすべきマーケティング機能、流通構造や消費構造に対する影
響について理論的・実証的に分析する。その結果、小売業者間の競争構造、消費構造の変化といった流通の下流段階が
チャネル構造変化の主要な起点となっており、それに対応するための取引構造の変化と競争戦略のあり方、それらを支
えるマーケティング諸活動、情報通信技術の高度化、取引・物流技術のイノベーション、消費者の購買意思決定におけ
る手がかり(cue)の提供とその多様化が今後のチャネル構造変化の重要な鍵であることがわかった。

研究成果の概要（英文）：This study aims to find the factors that influences the structural changes in the 
distribution channel for fresh foods and related products.Also, we try to clarify the new marketing functi
ons of maker,distributor,and retailer from the channel structure and consumer's perspective.Our empirical 
and qualitative research show that the competitive structure of the retailer and changes in the consumptio
n structure is the most influential factor in this change.It was also found that the advancement of inform
ation techonology,innovation of trading and logistics technology,diversification of cues which influence c
onsumer's purchase decision is the important attributes to the distribution and retailing system.
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１．研究開始当初の背景 
 
近年、食の安全・安心への関心や、長期的
な不況による低価格志向の高まり、大規模ス
ーパーマーケットチェーンの進出による小
売構造の変化をはじめ、食に関するサプライ
チェーンをとりまく環境は大きく変化しつ
つある。とりわけ、生鮮食料品のサプライチ
ェーンにおいて、その生産から小売にいたる
既存の流通構造は、2000 年代以降、きわめ
て大きな変革が生じている。 
この日本においてみられる変革の流れは、
アメリカ、イギリス、ドイツ等の欧米におけ
る変革と比較して異なる部分も多く見受け
られる。しかしながら、これらの差異をもた
らす諸要因や生産・流通・消費者への影響に
関しては、多くの研究の余地が残されている。 

 
２．研究の目的 
 
 本研究の目的は、（１）上記の諸要因を明
らかにし、そのうえで（２）サプライチェー
ン構成者が今後果たすべきマーケティング
機能と、その結果もたらされる流通構造、消
費構造に対するインパクトについて理論
的・実証的に分析することである。 
 
３．研究の方法 
 
主に二つの方法により実態の把握とその
分析を行う。 
（１）公的機関および生産・流通関係団体に
よる統計資料の調査に加え、それを補足する
ためのサプライチェーン関係者に対するイ
ンタビューを行い、これらの結果を整理する
ことにより、日本で生じている変革の諸実態
を把握する。 
（２）上記の調査結果に基づき、分析を行う
ための仮説を構築したうえで、サプライチェ
ーン構成者に対するアンケート調査を実施
し、仮説に対する検証を行う。 
 
４．研究成果 
 
本研究により、明らかになった点は以下の
通りである。 
１９９０年代末から２０１０年代にかけ
て、 
（１）サプライチェーンの多段階性とその
内部における各主体間の競争構造において、
その両面に大きな変化が見受けられる。 
 
（２）その変化の主要な起点は流通段階の
下流および消費段階であり、とくに大規模小
売業者間の競争構造と人口動態や都市圏へ
の人口集中をはじめとする消費構造の変化
はサプライチェーンの変化に対してきわめ
て大きなインパクトを有している。 
 
（３）このような変化の下で、それぞれの

サプライチェーン構成者のリスク分担や流
通費用、競争戦略のあり方に大きな変動がみ
られる。とりわけ、製品差別化とそれを実現
するためのマーケティング諸活動が重要な
キーポイントとなっている。 
 
（４）インターネットに代表される情報通
信技術の高度化、取引・物流技術のイノベー
ションはサプライチェーンの最適なコーデ
ィネーションを支える裏付けとなっている。 
 
（５）消費者行動の変化はサプライチェー
ン構成者の行動に対して顕著な影響力をも
つ。とりわけ、小規模零細店からスーパーマ
ーケットをはじめとする大規模小売店へと
主要小売店舗が変化するにともない、消費者
は購買の意思決定にあたっての手がかり
(cue)を多様化させている。 
 
（１）は主に統計資料調査および各流通関係
者に対するインタビュー調査によって明ら
かになったものである。これらの調査結果を
もとに、さらにメーカー、小売に対する追加
的なインタビューを行い、製品開発および流
通チャネル構築に関するデータ収集をおこ
なった。 
（２）、（３）、（４）のそれぞれに関しては、
統計資料調査、関係者(小売店舗関係者、小
売本部関係者および食品メーカーにおける
製品開発部門・開発担当者)へのインタビュ
ーに加え、異なった特性をもつ複数地域の消
費者に対するインタビューおよび北海道か
ら沖縄にわたる全都道府県の消費者を対象
としたアンケート調査によって明らかとな
ったものである。とりわけ、取引関係者間の
リスク分担のあり方やその変化については、
欧米の先行研究と比較して顕著な相違がみ
られており、これがマーケティング活動に影
響を及ぼしている大きな要因の一つである
ことが示唆された。 
（５）に関しては、流通・メーカー関係者お
よび消費者に対するインタビュー、欧米にお
ける既存研究をもとに質問票を設計し、アン
ケート調査を行うことによって明らかにし
ている。消費者が購買を行う店舗は、個人経
営の小規模・零細店舗からチェーンストア
（とりわけスーパーマーケット）へと大きく
シフトしており、これは今回のアンケート調
査においても裏付けられている。この店舗選
択のシフトは、消費者の購買の意思決定にも
影響を与えており、生鮮品やそれに関連する
加工食品、その他食品のいずれにおいても、
産地（および原産地）、各種認証ラべリング
やその他表示、プロモーションが購買決定に
顕著に影響を有している。ただし、これらの
手がかり(cue)の影響力は、消費者のデモグ
ラフィックやその個人が持つ意識、商品特性
によって違いがみられる結果となった。例え
ば、原産地表示に関しては、ほとんどの調査
対象商品における購買意欲に顕著な影響力



を有していたが、健康を訴求した表示に関し
ては、いくつかの商品分野において、男性と
女性、健康の維持に対する意識・イメージに
よって、その購買意欲に対する影響力に差異
がみられた。 
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